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はじめに
　近年、自動車技術・ICTの進化とともに、ス
マートフォンの普及によって世界各地でモビリ
ティ・イノベーションが生まれ、活用されてい
る。例えばUberに代表されるライドシェアリ
ングサービス、Drivenowに代表されるフリー
フローティング型カーシェアリングサービス、
Whimに代表されるマルチモーダル型MaaS
（Mobility as a Service）などである。さらに
は自動運転の技術も進化を続けており、市販車
における高度運転支援にとどまらず、レベル４
の完全自動運転についても実用的な試験運行が
国内外で実施されている。ここに至り、「自動
車」を研究視座に置いてきた技術経営論は、そ
の研究対象を「耐久消費財としての自動車」に
関するレベルから「モビリティ」を取り巻くエ
コシステムそのもののマネジメントへと拡張し
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【概　要】
　近年世界各地で生まれ、活用が進んでいるモビリティ・イノベーションの多くは、スマートフォン
に代表されるICTの進化と自動車技術の進化を通じて実現したものである。そして、その技術的特性
は自動車という存在が「個人所有の耐久消費財」から「社会インフラの構成要素」へと変化しつつあ
る流れを生み出している。この変化は、モビリティ・イノベーションが地域社会によって受容されな
ければその普及も進化も実現しない、ということを示唆している。本稿では日欧の二つの先駆的事例
を通じてモビリティ・イノベーションの社会的受容におけるポテンシャルと課題を提示した。そし
て、今後の研究の方向性として「地域の数だけ、モビリティの有り様は存在する」・「モビリティ・
イノベーションは技術・社会・経済・政治など複合領域のイシューである」・「技術開発に際した実
験環境設計の重要性」という三点が示唆された。
【キーワード】
モビリティ・イノベーション、ライドシェアリング、自動運転、社会的受容、公共交通、技術戦略
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つつある。しかしながら、「モビリティ」が社
会的、ないしインフラ的側面を持つことによ
り、「企業」を分析軸に置いた研究のみではそ
の全体像を把握しきれない事例が発生しつつあ
る。
　モータリゼーション以後、自動車は個人の
耐久消費財として普及し、個人や家族単位で
の「移動の自由」を実現したと同時に、宇沢
（1974）の指摘通り、様々な面での社会的費用
を発生させる存在でもあった。自動車は道路や
ガソリンスタンドと行ったインフラを活用する
ものであったが、経営学における「自動車産業
研究」は基本的に自動車の開発・生産システム
に焦点を当て続け、インフラに関しては所与の
存在とする傾向が強かったのである。
　自動車産業におけるイノベーションの方向性
は、Abernathy et.al. （1983）が指摘したよう
に、ドミナント・デザインの成立以後は要素技
術のイノベーション、生産性向上のためのイノ
ベーションが主となっていった。要素技術のイ
ノベーションは動力性能に加え、安全性や環境
負荷の低減といった形で進行し、「自動車の社
会的費用」を軽減する方向に進んできたのであ
る。換言すれば、藤本（2001）が指摘したとお
り、自動車は「必要悪」の側面から逃れられ
ず、そのイノベーションは「耐久消費財として
の魅力の向上」と、「環境・安全面での負の側
面の軽減」に収斂してきたのである。
　じじつ、近年実現してきた自動車関連のイノ
ベーションの大部分は、上記の２系統のイノ
ベーションとして理解出来る。日産・リーフ
やBMW・i３などのバッテリー電気自動車（以
下BEV）やトヨタ・ミライやホンダ・クラリ
ティFUEL CELLのような燃料電池自動車（以
下FCEV）は、運転時に排ガスを出さないとい
う点で環境負荷を軽減し、同時に静粛性の高い
走行や自宅での充電などといった商品性の向上
を実現している。
　また、2018年現在市販されている「自動運
転」を標榜した自家用車のほぼ全ては、国土交
通省ないし米NHTSAの定義に基づくレベル２
相当であり、これはADAS（Advanced Driver 
Assistance Systems）に含まれるものが多い。
すなわち自家用車メーカーにとっての自動運転
は「安全性能の向上」という観点で取り扱われ
る部分が主であったと言える。
　しかしながら、ICTの進歩、特にスマート
フォンの普及とそれに伴う「プラットフォー
ム・エコノミー」の急速な発展は、自動車の活
用の方法についての様々な可能性を拡張するこ
ととなった。東（2017）が指摘したように、個
人間の情報交換や決済がリアルタイムで行われ
る事を通じて、「所有」と「利用体験」を分離
することが可能になったのである。この事実
は、一方で自動車が単なる耐久消費財ではいら
れなくなったという事を示唆するものである。
「シェアリング」はその名の通り、特定の財を
共有することを可能とする技術的方策に支えら
れている。例えば使用権の時分割、もしくは自
動車車内という空間の占有権を分割し、需要者
と供給者を結びつけてその対価を即時決済す
る、という一連の取引をスマートフォンのみで
完結することが可能になっているのだ。これ
は、Appleやgoogleが提供するOS上で動作する
各社のアプリケーション、決済のためのクレ
ジットカードなどのサービス、位置情報を特定
し、共有するためのGPSや通信機能と行った各
種の仕組がスマートフォン上で動作し、かつ使
用者が同じプラットフォームを共有している事
によるものである。
　つまり、個人の耐久消費財であった自動車
は、スマートフォンと併用されることにより、
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社会インフラとしてのポテンシャルを持ったの
である。そして、その事実は社会とモビリティ
の間に健全な結びつきや、ある種のコンフリク
トなど様々な影響を与え合う。例えば欧州では
ライドシェアリングのドライバーとタクシード
ライバーの間で対立が発生し、また、完全自動
運転が実現した暁には、自動車が耐久消費財で
あり続けることができるか、不透明になる。東
（2017）で指摘したとおり、完全自動運転車の
「ライドシェアリング」はその「カーシェアリ
ング」とほぼ同義となるのである。そして、自
動運転が社会で受け容れられるためにはインフ
ラの整備や法的基盤の整備など、様々な社会的
対応を求められることとなる。また、自動運転
は未だ萌芽期の技術であり、市場において普及
が実現していない。これが普及するプロセスに
ついては様々なパターンのロードマップが検討
されている。
　本稿では、日本と欧州の先駆的事例を紹介す
ることで、これらモビリティ・イノベーション
が社会に受容されるために必要となる要件や、
モビリティ・イノベーションの進化を促進する
ために地域社会が出来ることについての検討を
行う。
モビリティ·イノベーションと地域性
　「モビリティ」という概念は、「移動の自由
そのもの」もしくは「移動の自由を実現する手
段」を指す。このため、モビリティは基本的に
移動の自由を享受する個人にとともに存在する
か、特定地域内で実現手段としてのモビリティ
を供給し、それを人々が対価を払って利用す
る、という形をとって存在するかになる。
　「耐久消費財としての自動車」は、多くの場
合国もしくはそれを超える地域単位で同一の設
計を共有した製品を大量生産・大量販売されて
きた。すなわち、前段の存在パターンのうち、
前者の形を取るものである。一方、近年生み出
されてきた各種のモビリティ・イノベーション
は後者に属するものとして捉えることが出来
る。例えばライドシェアリングやカーシェアリ
ングは、主に特定地域内での短・中距離移動
の実現手段であり、マルチモーダルMaaSのソ
リューションはまさに「都市内移動の最適化」
である。そして、自動運転車のうち、レベル４
の車両は特定空間における完全自動運転を実現
するものであり、これは空間の制限を伴う。ゆ
えに地域内の移動ニーズを満たすために活用
される可能性が高い。つまり、これらモビリ
ティ・イノベーションの多くは公共交通機関の
代替・競合ないし補完的存在と考えることがで
きよう。
　この公共的性格により、モビリティ・イノ
ベーションには地域性が介在することが見て取
れる。すなわち、特定地域内での規制やニー
ズ、そして供給の可能性など、様々な要因に
よってその有り様が影響を受けるのである。
　例えば、Uberのようなライドシェアリング
が地域で普及するためには、自動車がその地域
に潤沢に存在しなければならない。さらに、運
転免許を保有していてかつライドシェアで他者
を搭乗させることを受け入れる人々が存在して
いなければならないのだ。
　また、フリーフローティング型カーシェアリ
ングサービスにおいては、路上駐車が特例で認
められたり、地域内に駐車場が数多く存在して
いたりすることが求められる。そして、運転免
許を保有している利用希望者が多数存在してい
ることがサービス存続の必要条件である。
　マルチモーダル型MaaSにおいては、そもそ
も当該地域に複数の公共交通機関が存在してい
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ることが前提となる。そこに、ライドシェア、
自転車シェアなどの各種モビリティ・イノベー
ションを接続して、「地域内移動の最適化」と
「決済の一本化」を進める事がマルチモーダル
型MaaSの価値となる。つまり、公共交通機関
が脆弱であったり、特定のモード間での競合が
激しい地域においてはマルチモーダル型MaaS
を活用することが難しくなるのである。
　そして、自動運転車についてはその運用を認
めるか否か、という議論が自治体レベル、国レ
ベルでなされる事になる。技術がどれだけ進展
しても、法的規制によってその運用が認められ
なければ活用は不可能だ。そして、技術と規制
が自動運転の実用的な運用を現実の物としたと
しても、住民がそれを受け容れなければ意味は
無い。
　故に、モビリティ・イノベーションは地域性
と切っても切り離せない。自動車が、「大多数
の潜在的ユーザーのニーズを適切に満たすプロ
ダクト」を大量生産・大量販売してきた一方、
モビリティ・イノベーションはそれぞれの地域
の移動ニーズや実現手段の供給状況、規制、経
済状況など様々な条件を勘案して設計、活用さ
れなければならないのである。
　次節以降、北海道枝幸郡中頓別町におけるラ
イドシェアリングの取り組みと、スイス・ヴァ
レー州シオン市における自動運転シャトルの実
証運行に関する事例を紹介することを通じて、
モビリティ・イノベーションが地域社会に受け
容れられ、活用されるために必要な条件につい
て先駆的な検討を行う。
事例１：北海道枝幸郡中頓別町におけるライド
シェアリングの取り組みⅰ
　北海道枝幸郡中頓別町は、最寄りの都市であ
る稚内市や名寄市から約100km以上離れた山間
地にある、人口約1,800名の高齢化が進む町で
ある。過去には国鉄・JR天北線が町を縦断し
て稚内市や音威子府村と接続されており、札幌
発稚内行きの急行列車が毎日運行していたが、
利用者の減少と国鉄財政事情の悪化により1989
年に廃止となった。その後、同路線の代替バス
路線が設定され、町の中心部にある中頓別町
ターミナル（旧JR中頓別駅）を通るバスが１
日３往復設定されている。札幌市や旭川市と
いった、北海道内の中核都市、並びにそれらを
経由した北海道外との交通は主にこのバスと
JR宗谷本線、もしくは１日１往復設定された
旭川行き高速バスによって担保されている。
　タクシーは町に２台あり、１台は通常のタク
シー、もう１台は介護福祉タクシーである。町
は高齢者の住民にタクシーチケットを配布し、
買い物や通院で活用されている。一方で、免許
を保有していない、もしくは返上した高齢者は
100名以上おり、タクシーの供給が潤沢である
とは言い難い。
　この状況においては、住民の買い物や通院、
そして悪天候時の移動などに支障が出る事が懸
念され、それに対応する策として「ライドシェ
アリング」の導入が検討された。中頓別町は
「シェアリング研究協議会」を立ち上げ、ボラ
ンティアドライバーによるライドシェアリング
の導入を検討するとともに、「交通グループ会
議」を設置して、ボランティアドライバーの講
習を行い、2018年11月現在15名程度がボラン
ⅰ本節の執筆に際しては、なかとんべつライドシェア（相乗り）事業実証実験のウェブサイト（http://www.town.
nakatombetsu.hokkaido.jp/bunya/5299）と、中頓別町(2017)『「平成28年度　中頓別町シェアリング研究協議会」報告書
−持続可能な交通体系の確立に向けて−』を参照している。
− 28 −
モビリティ・イノベーションの社会的受容
日欧の先駆的事例を通じた地域社会のモビリティ・イノベーション適応に関する検討（東　秀忠）
ティアドライバーとして活動している。ライド
シェアリングのためのプラットフォームとして
はUber Japanの協力のもと、Uberアプリケー
ションを利用してドライバーと利用者のマッチ
ングを行っている。高齢化の進む中頓別町では
スマートフォンを保有していない人も多いた
め、役場や温泉など主要な場所にはタブレッ
トを置いて、Uberアプリケーションを利用で
きるようにしている。また、自宅などタブレッ
ト・スマートフォンのない場所への配車依頼を
受け付けるために電話での対応も行っている。
　日本国内では、道路運送法に基づき、「自家
用車による有償旅客運送」が禁じられている。
このため、現行法制上ライドシェアリングを実
現するには「無償」である必要があり、これが
ボランティアドライバーによる運行を実施して
いる理由である。2017年４月からは、国土交通
省が「実費収受は非営利型と捉え、適法とみな
す」と、法解釈を明確にしたこと並びに、「支
払いを通じて謝意を表明したい」という利用者
が多かったことから、一定の実費を支払う形に
移行している。支払額は基本料金+従量制料金
で構成され、従量制部分は１kmあたり42円と
なっている。
　筆者は2018年２月に共同研究者（南聡一郎
氏）とともに中頓別町を訪問し、公共交通の実
態を確認すると同時にライドシェアリングを使
用した。以下はその時の記録である。
・2018年２月８日16:40頃、中頓別町役場から
約15km離れたピンネシリ温泉までライドシェ
アを利用した。役場に設置したタブレットを使
用して配車を依頼した。
・ボランティアドライバー氏によれば、当日３
回目の呼び出しであった。１回目と２回目は、
高齢女性を自宅から病院へ送り迎えする依頼で
あった。３件の依頼があるのは多い部類で、普
段は１日１件からゼロ件であるとのこと。
・ライドシェアは主に町内の短距離移動に利用
されることが多いという。特に雪が降るとニー
ズが増える。
・町が配布するタクシーチケットは長距離移動
をする際などのために取っておきたい人が多
い。
・町では８:00から24:00まで利用可能としてい
るが、ドライバー氏は夕食時に晩酌をするた
め、ボランティアドライバーとしての活動は夕
方までとしていた。また、家族で出かける場合
などはオフラインをして対応しない。お酒を飲
まないボランティアドライバーもいる。
・ドライバー氏はもと高校教師で、定年退職後
の人物であった。
・移動距離は15km、支払額は750円だった。所
要時間は25分程度であった。
地域の公共交通についても同時に調査を行っ
た。
・2018年２月９日朝、中頓別町を通過する路線
バス「天北宗谷岬線」に乗車して、宗谷岬経由
で稚内駅に向かった。
・宿泊地のピンネシリ温泉を出発した時点で乗
【写真１：中頓別町でのライドシェアリング
利用時の車内風景】
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客は東と南氏の２名のみであったが、中頓別中
心部から高校生が20名くらい乗ってきて、浜頓
別高校で下車した。
・ピンネシリ～宗谷岬間で高校生以外に乗った
客は東・南氏を含めて６名だった（一人：中頓
別～浜頓別、一人：浜頓別町内、一人猿払村村
内、１名：宗谷岬付近で１名）。
・宗谷岬からは稚内に戻る観光客と見られる２
-３人が乗車した。
・天北宗谷岬線での移動時間はピンネシリ温泉
―宗谷岬間で約３時間、JR音威子府駅から稚
内駅まで通しで搭乗すると約４時間30分であ
る。途中鬼志別ターミナルで10分の休憩を取
る。
・音威子府から中頓別ターミナルまでの運賃は
大人片道1,390円、中頓別ターミナルから稚内
駅までの運賃は大人片道2,630円である。
・バスの運転士はこの路線を１往復することが
１シフトとなる。稚内発最終16:20発の音威子
府行きの運行を行った後音威子府で宿直、翌朝
６:46発の音威子府発稚内行きを運行して終業
である。
・天北宗谷岬線に搭乗後、稚内駅からJR特急
を利用して音威子府まで移動し、そこからピン
ネシリ温泉に戻った。音威子府からはライド
シェアを利用しようと考え、Uberアプリを起
動したが、車両は見つからなかった。このた
め、改めて天北宗谷岬線を利用した。
　単一事例ではあるが、以上の調査より、以下
のような点を見て取ることが出来る。
　第一に、公共交通が極めて脆弱な地方自治体
において、ライドシェアリングが地域のモビリ
ティを維持・拡張するために意義を持ちうるこ
とが確認された。一方で、現在の日本国内の規
制はライドシェアを積極的に活用するためのモ
チベーションを高める事に成功していない。
　ライドシェアリングは、ドライバーと利用者
双方が積極的に活用しようとしなければ、需給
ともに先細りになってしまう。運行に伴う報酬
が限定されていることにより、ボランティアド
ライバーにとっては継続的に「持ち出し」と
なってしまうことに加え、利用者にとっても、
ドライバーの実情を想像すると「気が引ける」
という事になってしまう。
　実際のところ、筆者らが音威子府からピンネ
シリ温泉までのライドシェアリングを利用しよ
うと考えた一方、それを逡巡した事も間違いな
い。なぜなら、音威子府からのライドシェアリ
ング利用に際しては、よほどの偶然が重なら
ない限り、中頓別町中心部からドライバーが
40km離れた音威子府まで利用者を迎えに行か
なければならないからだ。つまり、利用するだ
けでドライバーに往復80kmの運転をしてもら
うことになる。にもかかわらず、支払われる金
額は実費としての約1,500円である。そして、
ドライバーへの時間的拘束は２時間近くなって
しまう。ボランティアドライバーの人数、そし
て同時に稼働している人数を鑑みると、「自分
達が音威子府から中頓別町まで利用しようとす
る間に、もっと移動に困っていて、ライドシェ
アを使いたい人がいたら申し訳ない」と考えて
しまったのである。
　このような状況を回避するために、Uberを
はじめとしたライドシェアリングのプラット
フォームには「ピーク料金」の仕組が設定され
ている。需要が多くなると利用者の支払額が増
大するのである。そして、市場としての魅力を
増大させることによって、プラットフォームに
参加するドライバーの供給を拡大し、利用者に
とっての利便性を拡張することが出来るのであ
る。
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　そして、中頓別町にとっての公共交通、すな
わち路線バスはその収入の多くを補助金と高校
生の定期券収入に依存している。さらに、補助
金が投入されているとはいえ、路線維持のコス
トは小さくなくそれが運賃に跳ね返っている。
少子高齢化がさらに進むことを念頭に置いた場
合、バスの利用者は減少を続けることになる。
そうなった場合、「利用者減少→運賃引き上げ
→さらなる利用者減少」という負のスパイラル
に陥る事になる。将来的に路線バスの運行が縮
小したり廃止されたりすることを見越すなら
ば、短・中距離でのライドシェアリングの必要
性はさらに高まるのである。
　町内の環境に目を転じると、自動車の保有台
数については潤沢である一方、高齢化率が高
い。このため、「高齢なボランティアドライ
バーがさらに高齢な利用者を運ぶ」という状況
がしばしば見受けられる。これは、若年層の人
口構成比率が非常に小さく、生産年齢人口を構
成する年齢層は就業している場合が多いことに
よるものであるⅱ。ライドシェアリングのドラ
イバーを生業と出来ない限り、生産年齢人口の
人々はそれを業とすることが難しい。このた
め、年金などにより生活基盤が安定している高
齢層がボランティアドライバーになりやすいと
いう側面がある。長期的に高齢化が進展してい
く事を念頭に置けば、将来的に「ドライバー不
足」が問題になることが予想できる。この点か
らも、「市場化」の必要性が見て取れる。ライ
ドシェアのドライバーとなることに、ある程度
の経済的魅力が無ければそもそもの供給が細っ
てしまうのである。
　以上の点より、中頓別町で実施されているラ
イドシェアリングは、その枠組みのポテンシャ
ルの高さの一方で持続可能性という点ではさら
なる改善が求められているといえる。その中で
ももっとも大きな側面が、「市場化」である可
能性が高い。ライドシェアドライバーとして活
動することの経済的魅力を高めることで、供給
を増大させることが地域住民の「移動の自由」
を確保・向上させることにつながるのである。
事例２：スイス・ヴァレー州シオン市の自動運
転シャトル「SmartShuttle」実証運行ⅲ
　スイス・ヴァレー州シオン市では仏NAVYA
車の自動運転シャトル「Arma」の実証運
行を2016年６月23日より実施している。
SmartShuttleと名付けられたこのシャトルは、
NAVYA社、シオン市、ヴァレー州、スイス
国内のバス運行を担うpostbus社の親会社であ
るSwiss Post、ローザンヌ工科大学の合同プロ
ジェクトとして市内を運行している。当初は旧
市街を巡回するルートのみであったが、2017年
秋より、鉄道駅と旧市街地を結ぶ巡回ルートで
も運行が行われている。筆者は2017年９月、
2018年３月の２回シオン市を訪れ、実証運行中
のSmartShuttleに乗車した。また、2017年９月
の訪問時にはSmartShuttle運営担当者へのイン
タビューを実施した。
　SmartShuttleで使用されているNAVYA 
ARMAは、国土交通省や米NHTSAの定義に基
づけば「レベル４」に相当する車両である。
ⅱ中頓別町（2015）『中頓別町人口ビジョン』参照
ⅲ本節の執筆に際しては、PostBus社によるSmartShuttleに関する公式ウェブサイト（https://www.postauto.ch/en/project-
%C2%ABsmartshuttle%C2%BB-0）を参照している。また、2017年9月のシオン調査については、秋山哲男教授（中央大学
研究開発機構）、南聡一郎氏（当時：京都大学特定助教）、西村愛氏（当時：フランス国立社会科学高等研究院日仏財団
ルノー・リサーチフェロー）らのグループと共同で実施した。
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「特定条件下における完全自動運転」、すなわ
ち事前に指定された特定空間内において、気象
条件などが良好な場合にシステムが全ての運転
タスクを実施する事が出来る。実際に、写真で
見るとわかるとおりこの車両には運転操作を行
う装置が装備されていない。内部には乗客向け
情報や、車両に関する設定を行うための液晶
ディスプレイとゲーム機のコントローラーが設
置されている。これらの設備を操作するのはア
ルバイト職員であり、観光案内や停止時の再起
動を担当している。コントローラーを使って車
両を直接操作することは出来ない。
　SmartShuttleの運行形態のうち、当初より運
行を継続しているルートは自家用車の流入が制
限されている旧市街全周約1.5kmを巡回するも
ので、道路上には主に歩行者や自転車、そして
オープンカフェなどの施設が存在している。ま
た、非常に狭い路地や太鼓橋を渡る箇所も存在
している。このような中を、平均時速10km程
度、最高でも時速20km以内という低速で巡回
する。2017年秋より運行を開始した中央駅と旧
市街を結ぶ巡回ルートでは、一般道を様々な車
両とともに走行する区間が主となる。中には片
側２車線の主要道も含まれ、バスやトラック、
自家用車に混ざって時速40km程度で走行する
区間もある。
　これらのSmartShuttleは指定されたバス停で
自由に乗降が可能で、運賃無料、事前予約不要
である。運行は水曜日から日曜日までの週５日
で、曜日ごとに午前と午後、もしくは午後のみ
の運行が実施されている。運行は雨や雪が降っ
ていない時に限られるが、雨の場合は止んだら
運行が再開する。時刻表は存在しないが、ス
マートフォンの専用アプリケーションで車両の
現在位置を把握することができる。とはいえ、
特に旧市街巡回ルートについては周回距離が短
く、せいぜい20分程度で循環するため、停留所
で待つことも十分に可能である。
　利用者は子どもから高齢者まで幅広く、特に
小さな子どもを連れた親子や小学生・中高生の
集団、高齢者などによる利用が多かった。これ
は無料であること、低速であるため安全性を期
待できること、停留所間が短く、ちょっとした
用事での利用に便利なことなどが理由として考
えられる。運営当局へのインタビューにおいて
も、担当者の実感レベルで高齢者、子ども、親
子連れからの受容度が高いと言及された。
　事実、運行実態を実地調査した際には低速走
行する車両の1.5メートル脇を素通りしていく
親子連れが存在した。車両はLIDARや超音波
センサーで周辺状況を検知し、走行速度、進行
方向などの演算とともに判断を行い、走行と停
止を繰り返す。走行速度が低いため、ごく近く
を通っても安全に行き違いが出来るのみなら
ず、非常に短い制動距離で停止することが可能
である。さらには黄色と赤色で塗装され、と
がった部分がほとんど無い外観は攻撃性が低
く、その運行は町に溶け込んでいる。
　こちらも、単一事例ではあるが以下のことを
読み取ることが出来る。
【写真２：SmartShuttleの車内】
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　シオン市におけるSmartShuttleは、レベル４
自動運転車両による実証運行が実社会において
２年以上継続しているという点で希有な事例で
ある。自家用車の流入規制がなされた旧市街で
の運行はすでに２年を超え、混合交通の中を走
行する中央駅―旧市街間の路線での運行も１年
以上継続している。このような長期間にわたっ
て実証運行が健全な形で継続しているのは、自
治体、州政府、車両開発企業、公共交通オペ
レーター、大学による合同プロジェクトとして
推進されているからだと考えられる。特に、法
的基盤が未整備な自動運転車両の運行に関して
特別許可を得るための協業の重要性が指摘出来
るだろう。
　この、継続的な実証運行によって蓄積された
運行データ、周辺環境データは自動運転シャト
ルの性能を向上させる際に非常に大きな貢献を
するものである。実際に、運行開始以来ソフト
ウェアのアップデートは頻繁に行われ、ハード
ウェア面でも車体側面に超音波センサーが取り
付けられるなど車両設計の改良は随時行われて
いる。
　この事例は、未成熟でかつ危険を伴う技術の
開発と改良を効果的に実施するための方案につ
いて、非常に大きな示唆を与えるものと考えら
れる。自動運転の技術は、未成熟な状態では事
故の危険性がつねにつきまとい、かつその事故
によって発生する人的・金銭的・社会的損害は
大きくならざるを得ない。このため、よほどう
まく環境を構築しない限り、実証運行は地域社
会から拒絶される事になりかねない。
　この観点から本事例を検討すると、NAVYA
社は開発車両について「走行速度を低く設定す
る」というアプローチを通じて、事故と被害の
リスクを小さくし、さらには開発にかかる負荷
を軽減することに成功している。そして、シオ
ン市当局は自家用車の流入が制限されている旧
市街を実証運行の場所として提供したことに
よって事故のリスクを軽減するとともに車両が
低速であることを運用上の利点としたのであ
る。そしてオペレーターであるPostbus社や自
治体は、実証運行を無償開放することによって
地域住民や訪問客に利便性を提供した。これに
より地域社会からSmartShuttleは好意的に受け
止められ、継続的な実証運行が実現したのであ
る。
　そして、旧市街での実証運行を通じて蓄積さ
れたデータは車両の改良に活用され、難度と危
険性がより高い、混合交通における実証運行が
後を追って始まった。つまり、地域社会による
受容と技術開発を並行して推進し、データ収集
を加速することで技術水準を向上させるという
戦略が適切に機能しているといえよう。
結論：モビリティ·イノベーションの社会的受
容とその意義
　以上の通り、本稿では日欧の先駆的事例２件
を通じて、モビリティ・イノベーションが社会
にどのように受容され、地域における移動の自
由の向上に貢献し、技術進化を促進させていく
かについての検討を行った。その結果から、以
下の３点について指摘を行うことで本稿の結論
とし、今後の研究発展に向けた立脚点とした
い。
　第一点目は、「地域の数だけ、モビリティの
有り様は存在する」という事である。中頓別町
の事例も、シオン市の事例も、地域に特有の移
動ニーズや交通事情、経済状況などに基づき、
その地域固有の形でモビリティ・イノベーショ
ンを受け止め、導入している。言い換えれば、
これらの事例を単純に、別の自治体に複製した
ところでそれが成功するとは限らない。
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　第二点目は、「モビリティ・イノベーション
は技術・社会・経済・政治など複合領域のイ
シューである」という事である。単に製品技術
やインフラ整備の議論にとどまらず、地域経済
や社会の人口構成、地方自治や国家戦略といっ
た様々なレイヤーの議論が絡み合っている。例
えば中頓別町におけるライドシェアリングは、
実費以上の費用収受が可能になることで供給が
増大し、需要も刺激される可能性が指摘され
た。しかしその実現には道路運送法の改正か、
特区の設定が求められるのである。そして、シ
オン市のSmartShuttleの事例は、自動運転シャ
トルというイノベーションをこれらの多面的な
問題として捉え、各方面からその実現と受容に
向けた取り組みを推進した好例といえるだろ
う。
　第三点目は、「技術開発に際した実験環境設
計の重要性」である。シオン市のSmartShuttle
の事例は、危険性が高い萌芽期の技術を実社会
で実験するために求められる環境設計に大きな
示唆を与えるものであった。このような技術の
開発は、企業単独でなしえるものではなく、関
係するアクターとの連携の巧妙さがその成否を
左右するといえる。特に企業と自治体との連携
が、モビリティ・イノベーション促進のために
大きく貢献する事が指摘されたといえよう。
　これらの指摘は現状ではあくまで、ごく限ら
れた事例から生成された仮説である。今後、事
例の積み重ねや大規模調査を通じて仮説を検証
し、学術的・経営的・政策的将来像を提示する
ことが求められている。
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